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都道府県労働局における
個別的労使紛争処理の現状
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３６０ 松山大学論集 第１７巻 第１号
いが，制度を的確に評価し，改善の可能性を探る必要性からは，詳細に公表す
ることが望ましいであろう。



































































































































３６４ 松山大学論集 第１７巻 第１号
４０）労働新聞２００５年８月１日号１面
４１）拙稿・前掲注２３）書４４頁
４２）安枝英 「労使紛争処理システムの将来」同志社法学２５４号（１９９８）２５頁
４３）厚生労働省労働基準局『平成１５年労働基準監督年報』（２００４）２４頁。なお，労働基準監
督署以外にも，本省に５人及び都道府県労働局に８１１人配置されており，全国総数では
３，６５８人の労働基準監督官がいる
４４）森紀男「労基署による勧告・指導の実際と対応実務」労政時報３６４０号（２００４）７９頁
４５）厚生労働省労働基準局『平成１５年労働基準監督年報』（２００４）１４頁
４６）片岡・萬井・西谷・前掲注３６）書〔佐藤敬二・丹野弘・松林和夫執筆部分〕２１９～２２０
頁
４７）厚生労働省労働基準局・前掲注４５）書１５頁
４８）片岡・萬井・西谷・前掲注３６）書〔佐藤敬二・丹野弘・松林和夫執筆部分〕２１２頁以下
及び棗一郎「深刻化するサービス残業・長時間労働の実態」労働法学研究会報２３６６号
（２００５）３０～３１頁
４９）厚生労働省「男女雇用機会均等法の施行状況」労働法令通信２００５年６月８日号８頁
５０）青野・前掲注３７）論文２８０頁
５１）宮里邦雄「労働事件の現実と紛争解決システム」季刊労働法２０５号（２００４）４５頁
５２）高木剛「司法制度改革と労働紛争解決」月間労委労協２００４年５月号２０頁
５３）毛塚勝利「労働審判制度」法学教室２８５号（２００４）３頁
５４）定塚誠「労働事件の現状と新設された『労働審判制度』について」判例タイムス１１４７
号（２００４）１０頁等
５５）拙稿・前掲注３）論文９４頁
５６）鵜飼良昭「個別労働紛争解決システムの今後と課題」神奈川県商工労働部労政福祉課『労
働相談シンポジウム結果報告書 今，職場で何が起こっているのか！』（２００５）３６頁
５７）本郷隆夫「望まれる個別労使紛争処理諸制度の相互連携」中央労働時報１０４４号（２００５）
４９頁以下
５８）坂本・前掲注２１）論文４２頁は，「『個別労使紛争関係機関連絡協議会』のようなものを
都道府県単位で定期開催することも有意義であろう」と述べる
都道府県労働局における個別的労使紛争処理の現状 ３６５
